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その他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

 

平成 30年 12月 18日付けで、当社のその他の関係会社であった株式会社テクノスジャパンが、

以下のとおり、その他の関係会社に該当しないこととなりましたので、お知らせいたします。 

 

１．異動に至った経緯 

当社株式の東京証券取引所マザーズへの新規上場に伴う公募株式の発行による発行済株式

総数の増加及び株式売出し並びにオーバーアロットメントによる売出しに伴ういちよし証券

株式会社に対する保有株式の一部貸出しにより、株式会社テクノスジャパンが当社のその他

の関係会社に該当しないこととなりました。なお、引続き主要株主である筆頭株主の地位に変

更はございません。 

 

２．株式会社テクノスジャパンの概要 

（１） 名 称 株式会社テクノスジャパン 

（２） 所 在 地 東京都新宿区西新宿三丁目 20 番２号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 執行役員社長 吉岡 隆 

（４） 事 業 内 容 

情報システムのコンサルティングから企画・開発・保守に至る 

一連のサービスを提供する情報システムソリューションサービ

ス 

（５） 資 本 金 562,520千円 

（６） 設 立 年 月 日 平成６年４月 27日 

（７） 連 結 純 資 産 3,225,942千円（平成 30年３月 31日現在） 

（８） 連 結 総 資 産 4,189,261千円（平成 30年３月 31日現在） 

（９） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 徳平 正憲：13.03％ 



（平成 30年９月 30日現在） 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）：8.26％ 

株式会社ＮＳ：4.63％ 

山口 幸平：3.65％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）：3.12％ 

テクノスジャパン従業員持株会：1.75％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 5）：1.75％ 

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社：1.57％ 

千葉 孝紀：1.28％ 

小倉 隆志：1.26％ 

（10） 上 場 会 社 と 

当 該 株 主 の 関 係 

資 本

関 係 

株式会社テクノスジャパンは当社株式の 806,000 株

（株式（自己株式を除く）の総数に対する所有割合

43.33％）を所有し、当社のその他の関係会社でありま

したが、上記 1.記載の通り、当社のその他の関係会社

に該当しないこととなり、当社株式の 380,000株（株

式（自己株式を除く）の総数に対する所有割合

18.54％）を所有しております。 

人 的

関 係 

当社と当該株主との間には、記載すべき人的関係はあ

りません。 

  
取 引

関 係 

当社と当該株主との間には、記載すべき取引関係はあ

りません。 

 

３．異動前後における株式会社テクノスジャパンの所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 大株主 

順位 直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 

（平成 30年 11月 14日現在） 

その他の関係会社 

主要株主である筆

頭株主 

8,060 個 

（43.33％） 
― 

8,060 個 

（43.33％） 
第 1位 

異動後 

（平成 30年 12月 18日現在） 

主要株主である筆

頭株主 

3,800 個 

（18.54％） 
― 

3,800 個 

（18.54％） 
第 1位 

※１．議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数   自己株式 150,000株 

   平成 30年 11月 14日現在の発行済株式総数               2,010,000株 

   平成 30年 12月 18日現在の発行済株式総数               2,200,000株 

 ２．総株主の議決権の数に対する割合について、小数点以下第三位を四捨五入して表示しております。 

 ３．異動後の議決権の数及び議決権所有割合は、オーバーアロットメントによる株式売出しのためにい

ちよし証券株式会社に対し平成 31年１月 11日を期限として貸出した 800個（80,000株）を含め

て算出したものであります。なお、貸出した株式の返却を受けることにより、再度その他の関係会



社に該当する可能性もあります。 

 

４．今後の見通し 

本件に伴う業績への影響はありません。 

 

以 上 

 


